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【届出の対象とした募集内国投資信託
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しんきんトピックスオープン
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継続申込期間
（平成28年10月１日から平成29年９月29日まで）
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出しましたので、平成28年９月30日付をもって提出した有価証券届出書（以下

「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報により訂正するため、本訂正届出書を提出するも

のです。

 

２【訂正の内容】

　　原届出書の該当情報を、以下の内容に訂正します。

下線部分　　　は訂正部分を示します。

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

 

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

　　　　①～②　（略）
　　　　③ファンドの特色
 
　　　　　※訂正後の内容を記載しています。
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２【投資方針】
 
（３）【運用体制】
 
※訂正後の内容を記載しています。
 

ファンドの運用体制は、以下のとおりです。

 

 

≪投資決定プロセス≫

①　信金中央金庫グループおよび内外の調査機関からの情報に基づき、投資環境等について当社独自の

綿密な調査・分析を行います。

②　投資政策委員会においては、ファンダメンタルズ分析、市場分析を踏まえて基本的な投資方針を策

定します。また、基本的な投資方針に基づき当面の運用に当たってのガイドラインを決定し、併せて

個別銘柄についての分析を行い、投資対象銘柄を選定します。

 

※ファンドの運用体制等は、今後変更となる場合があります。

 
 
３【投資リスク】
 
（３）リスクの管理体制
 
＜訂正前＞

運用部門から独立した運用リスク管理部門が、ファンドのリスクとリターンの計測・分析を行

い、コンプライアンス部門が、法令遵守の観点から運用状況を監視します。モニタリングを日々行

い、異常が検知された場合には、直ちに関連部門に報告し、是正を求める態勢としています。原則

月１回開催するリスク管理委員会への報告を通じて、運用部門にファンドのリスクとリターンの計

測・分析結果等がフィードバックされ、適切なリスクの管理体制を構築しています。

 
※投資リスクに対する管理体制等は、今後変更となる場合があります。
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＜訂正後＞

運用部門から独立した管理部門が、ファンドのリスクとリターンの計測・分析および法令遵守の

観点から運用状況を監視します。モニタリングを日々行い、異常が検知された場合には、直ちに関

連部門に報告し、是正を求める態勢としています。原則月１回開催するコンプライアンス・運用管

理委員会への報告を通じて、運用部門にファンドのリスクとリターンの計測・分析結果等がフィー

ドバックされ、適切なリスクの管理体制を構築しています。

 

※投資リスクに対する管理体制等は、今後変更となる場合があります。
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※原届出書の「３　投資リスク」の参考情報については、以下の内容に更新、訂正します。
 

（参考情報）
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５【運用状況】
 
※原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」については、以下の内

容に更新、訂正されます。
 
　　以下は平成29年１月31日現在の運用状況です。
　　※投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価または評価金額の比率です。

※投資比率の内訳と合計は、端数処理の関係で一致しない場合があります。
 

（１）【投資状況】

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 3,595,844,180 98.49

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 55,123,747 1.51

合計（純資産総額） 3,650,967,927 100.00

 
その他の資産の投資状況

資産の種類 建別 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株価指数先物取引 買建 日本 45,510,000 1.25

(注)先物取引は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。
 
（２）【投資資産】
①【投資有価証券の主要銘柄】
（国内株式評価額上位30銘柄）

順

位
国／地域 種類 銘柄名 業種

数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機器 19,600 5,879.54 115,238,984 6,584.00 129,046,400 3.53

2 日本 株式 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 121,100 532.88 64,531,768 730.90 88,511,990 2.42

3 日本 株式 日本電信電話 情報・通信業 12,800 4,930.38 63,108,864 4,979.00 63,731,200 1.75

4 日本 株式 ソフトバンクグループ 情報・通信業 7,200 5,658.80 40,743,360 8,701.00 62,647,200 1.72

5 日本 株式 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 12,800 3,335.66 42,696,448 4,451.00 56,972,800 1.56

6 日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 14,500 2,898.50 42,028,250 3,387.00 49,111,500 1.35

7 日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 15,800 3,182.86 50,289,188 3,030.00 47,874,000 1.31

8 日本 株式 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 216,900 168.17 36,476,073 210.30 45,614,070 1.25

9 日本 株式 ソニー 電気機器 11,400 3,269.40 37,271,160 3,423.00 39,022,200 1.07

10 日本 株式 日本たばこ産業 食料品 10,000 4,212.15 42,121,500 3,640.00 36,400,000 1.00

11 日本 株式 ファナック 電気機器 1,600 17,422.56 27,876,096 22,165.00 35,464,000 0.97

12 日本 株式 ＮＴＴドコモ 情報・通信業 11,900 2,835.55 33,743,045 2,706.50 32,207,350 0.88

13 日本 株式 東日本旅客鉄道 陸運業 3,100 9,363.81 29,027,811 10,230.00 31,713,000 0.87

14 日本 株式 東京海上ホールディングス 保険業 6,500 3,942.89 25,628,785 4,731.00 30,751,500 0.84

15 日本 株式 キーエンス 電気機器 700 35,373.60 24,761,520 43,870.00 30,709,000 0.84

16 日本 株式 三菱商事 卸売業 11,900 1,986.10 23,634,590 2,549.50 30,339,050 0.83

17 日本 株式 セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 6,700 4,536.62 30,395,354 4,509.00 30,210,300 0.83

18 日本 株式 三菱電機 電気機器 17,300 1,296.20 22,424,260 1,721.50 29,781,950 0.82

19 日本 株式 武田薬品工業 医薬品 6,300 4,513.04 28,432,152 4,724.00 29,761,200 0.82

20 日本 株式 信越化学工業 化学 3,000 6,550.95 19,652,850 9,747.00 29,241,000 0.80

21 日本 株式 キヤノン 電気機器 8,600 3,003.39 25,829,154 3,345.00 28,767,000 0.79

22 日本 株式 アステラス製薬 医薬品 17,400 1,654.40 28,786,560 1,513.50 26,334,900 0.72
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23 日本 株式 三菱地所 不動産業 12,000 1,950.55 23,406,600 2,162.50 25,950,000 0.71

24 日本 株式 村田製作所 電気機器 1,700 13,115.21 22,295,857 15,255.00 25,933,500 0.71

25 日本 株式 日立製作所 電気機器 39,000 476.18 18,571,020 647.60 25,256,400 0.69

26 日本 株式 ダイキン工業 機械 2,200 9,333.62 20,533,964 11,225.00 24,695,000 0.68

27 日本 株式 三井物産 卸売業 14,500 1,292.18 18,736,610 1,656.50 24,019,250 0.66

28 日本 株式 花王 化学 4,300 5,996.66 25,785,638 5,583.00 24,006,900 0.66

29 日本 株式 東海旅客鉄道 陸運業 1,300 18,897.60 24,566,880 18,270.00 23,751,000 0.65

30 日本 株式 ブリヂストン ゴム製品 5,700 3,556.33 20,271,081 4,143.00 23,615,100 0.65

 

投資有価証券の種類別投資比率  

投資有価証券の種類 投資比率（％）

株式 98.49

合計 98.49

 

業種別投資比率  

業種 投資比率（％）

水産・農林業 0.11

鉱業 0.32

建設業 2.94

食料品 4.24

繊維製品 0.70

パルプ・紙 0.24

化学 6.52

医薬品 4.56

石油・石炭製品 0.55

ゴム製品 0.91

ガラス・土石製品 0.96

鉄鋼 1.33

非鉄金属 0.92

金属製品 0.69

機械 5.02

電気機器 12.48

輸送用機器 9.29

精密機器 1.48

その他製品 1.76

電気・ガス業 1.74

陸運業 4.12

海運業 0.24

空運業 0.56

倉庫・運輸関連業 0.19

情報・通信業 7.92

卸売業 4.37

小売業 4.68
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銀行業 8.37

証券、商品先物取引業 1.24

保険業 2.65

その他金融業 1.23

不動産業 2.50

サービス業 3.61

合計(対純資産総額比) 98.49

 
②【投資不動産物件】

該当事項はありません。
 
③【その他投資資産の主要なもの】

種類 取引所 資産名
買建／
売建

数量
(枚)

簿価
(円)

時価
(円)

投資比率
（％）

株価指数先物取引 大阪取引所
東証株価
指数先物

買建 3 44,328,240 45,510,000 1.25

（注）株価指数先物取引の時価については、原則として当該日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表
する清算値段または最終相場で評価しています。このような時価が発表されていない場合には、当
該日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しています。

 
（３）【運用実績】
 
①【純資産の推移】

平成29年１月末日、同日前１年以内における各月末および各計算期末の純資産総額ならびに基準価額
の推移は以下のとおりです。

計算期間
純資産総額(円) 基準価額(円)

分配落 分配付 分配落 分配付

第１計算期間末
（平成13年７月18日） 5,021,478,424 5,021,478,424 7,900 7,900

第２計算期間末
（平成14年７月18日） 4,612,684,545 4,612,684,545 6,674 6,674

第３計算期間末
（平成15年７月18日） 4,196,324,276 4,196,324,276 6,173 6,173

第４計算期間末
（平成16年７月18日） 4,802,532,801 4,840,997,421 7,491 7,551

第５計算期間末
（平成17年７月19日） 10,696,378,820 10,737,342,783 7,834 7,864

第６計算期間末
（平成18年７月18日） 5,673,347,934 5,714,164,538 9,730 9,800

第７計算期間末
（平成19年７月18日） 5,602,099,416 5,645,611,582 11,587 11,677

第８計算期間末
（平成20年７月18日） 5,104,910,738 5,104,910,738 8,316 8,316

第９計算期間末
（平成21年７月21日） 6,272,724,016 6,272,724,016 6,022 6,022

第10計算期間末
（平成22年７月20日） 4,789,121,614 4,789,121,614 5,619 5,619

第11計算期間末
（平成23年７月19日） 5,008,191,166 5,077,797,971 5,756 5,836

第12計算期間末
（平成24年７月18日） 4,663,217,848 4,663,217,848 5,063 5,063
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第13計算期間末
（平成25年７月18日） 4,138,064,359 4,192,502,870 8,361 8,471

第14計算期間末
（平成26年７月18日） 3,987,504,288 4,043,033,748 8,617 8,737

第15計算期間末
（平成27年７月21日） 4,272,409,598 4,328,690,075 11,387 11,537

第16計算期間末
（平成28年７月19日） 3,758,842,419 3,758,842,419 9,169 9,169

平成28年１月末日 4,101,608,514 ― 9,793 ―

平成28年２月末日 3,779,143,197 ― 8,863 ―

平成28年３月末日 3,957,142,862 ― 9,279 ―

平成28年４月末日 3,748,029,444 ― 9,225 ―

平成28年５月末日 3,856,138,522 ― 9,493 ―

平成28年６月末日 3,514,087,313 ― 8,582 ―

平成28年７月末日 3,747,340,346 ― 9,110 ―

平成28年８月末日 3,780,550,741 ― 9,151 ―

平成28年９月末日 4,482,604,198 ― 9,168 ―

平成28年10月末日 4,678,423,864 ― 9,647 ―

平成28年11月末日 4,107,611,941 ― 10,173 ―

平成28年12月末日 4,229,423,591 ― 10,523 ―

平成29年１月末日 3,650,967,927 ― 10,544 ―

（注）基準価額は受益権１口当たりの純資産額を１万口単位で表示したものです。
 
②【分配の推移】

計算期間 １万口当たりの収益分配金

第１期 平成12年７月19日から平成13年７月18日 0円

第２期 平成13年７月19日から平成14年７月18日 0円

第３期 平成14年７月19日から平成15年７月18日 0円

第４期 平成15年７月19日から平成16年７月20日 60円

第５期 平成16年７月21日から平成17年７月19日 30円

第６期 平成17年７月20日から平成18年７月18日 70円

第７期 平成18年７月19日から平成19年７月18日 90円

第８期 平成19年７月19日から平成20年７月18日 0円

第９期 平成20年７月19日から平成21年７月21日 0円

第10期 平成21年７月22日から平成22年７月20日 0円

第11期 平成22年７月21日から平成23年７月19日 80円

第12期 平成23年７月20日から平成24年７月18日 0円

第13期 平成24年７月19日から平成25年７月18日 110円

第14期 平成25年７月19日から平成26年７月18日 120円

第15期 平成26年７月19日から平成27年７月21日 150円

第16期 平成27年７月22日から平成28年７月19日 0円

 
③【収益率の推移】

計算期間 収益率

第１期 平成12年７月19日から平成13年７月18日 △21.00％

第２期 平成13年７月19日から平成14年７月18日 △15.51％
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第３期 平成14年７月19日から平成15年７月18日 △7.51％

第４期 平成15年７月19日から平成16年７月20日 22.32％

第５期 平成16年７月21日から平成17年７月19日 4.98％

第６期 平成17年７月20日から平成18年７月18日 25.10％

第７期 平成18年７月19日から平成19年７月18日 20.01％

第８期 平成19年７月19日から平成20年７月18日 △28.23％

第９期 平成20年７月19日から平成21年７月21日 △27.59％

第10期 平成21年７月22日から平成22年７月20日 △6.69％

第11期 平成22年７月21日から平成23年７月19日 3.86％

第12期 平成23年７月20日から平成24年７月18日 △12.04％

第13期 平成24年７月19日から平成25年７月18日 67.31％

第14期 平成25年７月19日から平成26年７月18日 4.50％

第15期 平成26年７月19日から平成27年７月21日 33.89％

第16期 平成27年７月22日から平成28年７月19日 △19.48％

第17期（中間） 平成28年７月20日から平成29年１月19日 15.42％

（注）収益率とは、計算期間末の基準価額（分配付きの額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準
価額（分配落ちの額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除
して得た額に100を乗じて得た数です。なお、第１計算期間については、直前の計算期間の基準価額
を10,000円として計算しています。

 

（４）【設定及び解約の実績】

計算期間 設定数量(口) 解約数量(口)

第１期 平成12年７月19日から平成13年７月18日 8,993,680,314 2,637,260,285

第２期 平成13年７月19日から平成14年７月18日 1,379,082,268 824,249,417

第３期 平成14年７月19日から平成15年７月18日 3,761,795,209 3,875,197,862

第４期 平成15年７月19日から平成16年７月20日 1,133,564,466 1,520,644,578

第５期 平成16年７月21日から平成17年７月19日 8,719,041,546 1,475,157,122

第６期 平成17年７月20日から平成18年７月18日 4,925,371,569 12,749,082,663

第７期 平成18年７月19日から平成19年７月18日 2,627,585,163 3,623,843,411

第８期 平成19年７月19日から平成20年７月18日 2,821,446,031 1,517,510,938

第９期 平成20年７月19日から平成21年７月21日 5,126,053,339 847,833,033

第10期 平成21年７月22日から平成22年７月20日 1,045,834,900 2,939,240,777

第11期 平成22年７月21日から平成23年７月19日 1,164,598,918 987,182,949

第12期 平成23年７月20日から平成24年７月18日 2,912,758,463 2,402,765,118

第13期 平成24年７月19日から平成25年７月18日 1,431,778,317 5,693,666,777

第14期 平成25年７月19日から平成26年７月18日 1,456,536,543 1,778,037,082

第15期 平成26年７月19日から平成27年７月21日 1,395,267,463 2,270,690,649

第16期 平成27年７月22日から平成28年７月19日 779,358,774 432,010,424

第17期（中間） 平成28年７月20日から平成29年１月19日 874,595,012 961,943,777

（注）設定数量には、当初募集期間中の設定口数を含みます。
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（参考）運用実績
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３【ファンドの経理状況】

※原届出書の内容に、以下の情報を追加します。

 

【中間財務諸表】

 

１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の３及び第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に

関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、当中間計算期間（平成28年７月20

日から平成29年１月19日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間

監査を受けております。
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中間財務諸表

 

しんきんトピックスオープン

 

（1）【中間貸借対照表】

区分
注記
番号

前計算期間末
(平成28年7月19日現在) 注記

番号

当中間計算期間末
(平成29年1月19日現在)

金額（円） 金額（円）

資産の部     

流動資産     

コール・ローン  164,120,780  67,792,434

株式  3,600,611,440  4,188,510,910

派生商品評価勘定  2,195,920  2,155,680

未収配当金  4,781,776  1,061,868

未収利息  ―  5,561,128

差入委託証拠金  6,840,000  2,640,000

流動資産合計  3,778,549,916  4,267,722,020

資産合計  3,778,549,916  4,267,722,020

負債の部     

流動負債     

派生商品評価勘定  135,720  ―

前受金  1,231,000  1,380,000

未払解約金  2,164,864  1,938,346

未払受託者報酬  2,008,441  2,293,104

未払委託者報酬  14,059,014  16,051,675

未払利息  458  184

その他未払費用  108,000  108,657

流動負債合計  19,707,497  21,771,966

負債合計  19,707,497  21,771,966

純資産の部     

元本等     

元本 ※1，※3 4,099,380,198 ※1，※3 4,012,031,433

剰余金     

中間剰余金又は中間欠損金
（△）

※2 △340,537,779  233,918,621

（分配準備積立金）  1,183,108,575  953,967,166

元本等合計  3,758,842,419  4,245,950,054

純資産合計  3,758,842,419  4,245,950,054

負債純資産合計  3,778,549,916  4,267,722,020
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】

区分
注記
番号

前中間計算期間
(自　平成27年 7月22日

　至　平成28年 1月21日)
注記
番号

当中間計算期間
(自　平成28年 7月20日

　至　平成29年 1月19日)

金額（円） 金額（円）

営業収益     

受取配当金  34,270,775  44,174,837

受取利息  11,722  ―

有価証券売買等損益  △963,982,654  560,400,095

派生商品取引等損益  △31,939,962  21,901,320

その他収益  41,266  47,079

営業収益合計  △961,598,853  626,523,331

営業費用     

支払利息  ―  61,757

受託者報酬  2,262,738  2,293,104

委託者報酬  15,839,092  16,051,675

その他費用  108,000  111,730

営業費用合計  18,209,830  18,518,266

営業利益又は営業損失（△）  △979,808,683  608,005,065

経常利益又は経常損失（△）  △979,808,683  608,005,065

中間純利益又は中間純損失（△）  △979,808,683  608,005,065

一部解約に伴う中間純利益金額の
分配額又は一部解約に伴う中間純
損失金額の分配額（△）

 △10,692,781  51,502,096

期首剰余金又は期首欠損金（△）  520,377,750  △340,537,779

剰余金増加額又は欠損金減少額  7,714,214  81,150,289

中間一部解約に伴う剰余金増加額又
は欠損金減少額

 ―  81,150,289

中間追加信託に伴う剰余金増加額又
は欠損金減少額

 7,714,214  ―

剰余金減少額又は欠損金増加額  20,114,299  63,196,858

中間一部解約に伴う剰余金減少額又
は欠損金増加額

 20,114,299  ―

中間追加信託に伴う剰余金減少額又
は欠損金増加額

 ―  63,196,858

分配金  ―  ―

中間剰余金又は中間欠損金（△）  △461,138,237  233,918,621
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（３）【中間注記表】

 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及
び評価方法

株式
移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評

価にあたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のない
ものについては、それに準ずる価額）、又は金融商品取引業者等から
提示される気配相場に基づいて評価しております。

２．デリバティブ等の評価
基準及び評価方法

先物取引
個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ

たっては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる取引所の発
表する清算値段又は最終相場によっております。

 
（中間貸借対照表に関する注記）

区分
前計算期間末

（平成28年７月19日現在）
当中間計算期間末

（平成29年１月19日現在）

※１ 信託財産に係る期

首元本額、期中追
加設定元本額及び
期中一部解約元本
額

期首元本額
3,752,031,848円

期中追加設定元本額
779,358,774円

期中一部解約元本額
432,010,424円

期首元本額
4,099,380,198円

期中追加設定元本額
874,595,012円

期中一部解約元本額
961,943,777円

※２ 元本の欠損

 
 

貸借対照表上の純資産額が元本総
額を下回っており、その差額は
340,537,779円であります。

   

   

※３ 中間計算期間末日

における受益権の
総数

4,099,380,198口 4,012,031,433口

 
（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

前中間計算期間
（自 平成27年７月22日

至 平成28年１月21日）

当中間計算期間
（自 平成28年７月20日

至 平成29年１月19日）

該当事項はありません。 同左

 
（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

区分
前計算期間末

（平成28年７月19日現在）
当中間計算期間末

（平成29年１月19日現在）

１．中間貸借対照表計上額、時価及
びその差額

時価で計上しているため、そ
の差額はありません。

同左
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２．時価の算定方法 (１)有価証券
（重要な会計方針に係る

事項に関する注記）に記載
しております。
 

(２)デリバティブ取引
（デリバティブ取引等に

関する注記）に記載してお
ります。

 
(３)有価証券及びデリバティブ

取引以外の金融商品
有価証券及びデリバティ

ブ取引以外の金融商品は、
短期間で決済され、時価は
帳簿価額と近似しているこ
とから、当該金融商品の帳
簿価額を時価としておりま
す。

(１)有価証券
同左
 
 
 

(２)デリバティブ取引
同左
 
 
 

(３)有価証券及びデリバティブ
取引以外の金融商品
同左

３．金融商品の時価等に関する事項
についての補足説明

 

金融商品の時価には、市場価
格に基づく価額のほか、市場価
格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては
一定の前提条件等を採用してい
るため、異なる前提条件等に
よった場合、当該価額が異なる
こともあります。また、デリバ
ティブ取引に関する契約額等は
あくまでもデリバティブ取引に
おける名目的な契約額であり、
当該金額自体がデリバティブ取
引のリスクの大きさを示すもの
ではありません。

同左

 
（デリバティブ取引等に関する注記）
取引の時価等に関する事項

（株式関連）

 （単位：円）

区分 種類

前計算期間末
（平成28年７月19日現在）

契約額等  
時価 評価損益

 うち１年超

市場取引
株価指数先物取引

買建 157,649,000
 
－ 159,720,000 2,071,000

合計 157,649,000 － 159,720,000 2,071,000

 

  （単位：円）

区分 種類

当中間計算期間末
（平成29年１月19日現在）

契約額等  
時価 評価損益

 うち１年超

市場取引
株価指数先物取引

買建 59,100,000
 
－ 61,260,000 2,160,000

合計 59,100,000 － 61,260,000 2,160,000
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（注）１．時価の算定方法
中間計算期間末日に知りうる直近の日の、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評
価しております。

２．先物取引の残高表示は、契約額ベースであります。
３．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。

 
（１口当たり情報）

前計算期間末
（平成28年７月19日現在）

当中間計算期間末
（平成29年１月19日現在）

１口当たり純資産額     0.9169円

（1万口当たり純資産額  9,169円）

１口当たり純資産額     1.0583円

（1万口当たり純資産額 10,583円）
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２【ファンドの現況】

 

※訂正後の内容を記載しています。

 

【純資産額計算書】
 

 平成29年１月31日現在

Ⅰ　資産総額 3,654,650,313 円

Ⅱ　負債総額 3,682,386 円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ―Ⅱ) 3,650,967,927 円

Ⅳ　発行済数量 3,462,637,270 口

Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.0544 円
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第三部【委託会社等の情報】

 

第１【委託会社等の情報】
 
１【委託会社等の概況】

 

　　※訂正後の内容を記載しています。

 

（１）資本の額

200百万円(本書提出日現在)

発行可能株式総数　　16,000株

発行済株式総数　　　 4,000株

最近５年間における主な資本の額の増減はありません。

 

（２）当社の機構

○会社の意思決定機構

業務執行上重要な事項は、取締役会の決議をもって決定します。取締役は、株主総会において選任さ

れ、その任期は就任後１年以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までです。ただし、補

欠または増員で選任された取締役の任期は、現任取締役の任期の満了の時までとします。

取締役会は、代表取締役を選任し、代表取締役は、会社を代表し、取締役会の決議に従い業務を執行

します。また、取締役会は、その決議をもって、取締役社長１名、専務取締役および常務取締役若干名

を置くことができます。

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として取締役社長が招集します。取締役会の

議長は、原則として取締役社長がこれにあたります。

取締役会の決議は、取締役の過半数が出席して、出席取締役の過半数をもって決します。

 

○投資運用の意思決定機構

①　商品企画体制

・投資政策委員会

当委員会において、事務局である運用本部運用企画部が情報を収集し、投資環境、運用環境、販

売環境に適合した商品企画案を提出します。また当委員会は、新規設定する商品に関する基本的な

重要事項について協議し、委員長がこれを決定します。

 

②　運用体制

・投資政策委員会

当委員会において、経済環境、資産別市場見通しならびに投資環境等を検討し、基本的な運用方

針、運用戦略について協議し、委員長がこれを決定します。また、基本的な投資方針等に基づい

て、ファンド運用についての具体的なガイドライン、方策を審議、決定するとともに、個別銘柄に

ついての分析を行い、投資対象銘柄を選定します。経営管理部は、各ファンドの運用成績、ポート

フォリオの運用内容等について考査し、当委員会に報告を行います。

・コンプライアンス・運用管理委員会
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当委員会において、事務局である経営管理部は、前１か月間の運用状況のモニタリングを行い、

リスクとリターンの計測・分析結果および法令・諸規則や運用に関する諸決定事項の遵守状況等の

報告を行います。また、トレーディング部は、取引先リスク等の報告を行います。

 

③　コンプライアンス管理体制

取締役会の下で法令等遵守に関する問題を一元管理するため、以下のとおりコンプライアンス管理

体制を敷いています。

・コンプライアンス・運用管理委員会を設置し、コンプライアンスに関する事項全般について審議し

ます。

・コンプライアンスに関する事項を統括する部門として、コンプライアンス担当部門を設置するとと

もに、コンプライアンス関連部門を設置します。

・コンプライアンス統括責任者を社長、コンプライアンス管理責任者を経営管理部長とし、コンプラ

イアンス責任者を各部門長とします。また、各部門におけるコンプライアンスの推進および徹底を

実践するため、各部門にコンプライアンス担当者を配置します。

・全部門から独立した内部監査部門を設置し、コンプライアンス管理の適切性・有効性を検証・評価

します。

 

※上記の内容は、今後変更となる場合があります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である当社は、証券投資信託の設

定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行い

ます。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行います。

当社の運用する証券投資信託は、2017年１月31日現在、以下のとおりです。

（親投資信託を除きます。）

  (単位：百万円)

種類 本数 純資産総額

追加型株式投資信託 59 753,026

単位型公社債投資信託 2 12,819

単位型株式投資信託 24 77,631

合計 85 843,477

(注)純資産総額は百万円未満を切り捨てしています。
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３【委託会社等の経理状況】

平成28年９月30日付をもって提出した有価証券届出書につきまして、委託会社が第27期事業年度の中

間決算を迎えたことに伴い、原届出書の「第三部　委託会社等の情報」「第１　委託会社等の概況」

「３　委託会社等の経理状況」の該当部分を、以下のとおり訂正するとともに、末尾に「２中間財務諸

表」を追加します。

 

＜訂正前＞

１．当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令

第59号）、ならびに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成

19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

 

２．財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（平成27年4月1日から平成

28年3月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

 

＜訂正後＞

１．　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）、ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年８月６日内閣府令第52号）により作成しております。

中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号）ならびに同規則第38条および第57条の規定により「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

２．　財務諸表および中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成27年４月１日から

平成28年３月31日まで）の財務諸表ならびに中間会計期間（平成28年４月１日から平成28年９月

30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査および中間監査を受けてお

ります。

 

 

    次へ
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２　中間財務諸表
 
（１）中間貸借対照表

当中間会計期間末
平成28年9月30日

科　　　目 金　額

 
 

千円 千円

（資産の部）   

流動資産   

現金・預金  3,179,050

前払費用  20,425

未収委託者報酬  431,609

未収運用受託報酬  17,196

未収収益  57

繰延税金資産  31,075

その他の流動資産  935

流動資産計  3,680,351

固定資産   

有形固定資産   ＊１  83,072

建物 61,193  

器具備品 21,878  

無形固定資産  78,529

ソフトウェア 77,029  

電話加入権 959  

その他 540  

投資その他の資産  592

長期前払費用 592  

固定資産計  162,195

資産合計  3,842,547
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当中間会計期間末
平成28年9月30日

科　　　目 金　額

 千円 千円

（負債の部）   

流動負債   

未払金  299,769

未払手数料 253,916  

その他未払金 45,852  

未払法人税等  166,270

未払消費税等　＊２  32,188

未払事業所税  945

前受収益  104,823

賞与引当金  62,527

その他の流動負債  2,832

流動負債計  669,356

固定負債   

退職給付引当金  96,846

役員退職慰労引当金  13,536

固定負債計  110,382

負債合計  779,739

（純資産の部）   

株主資本  3,062,807

資本金  200,000

利益剰余金  2,862,807

利益準備金 2,000  

その他利益剰余金 2,860,807  

別途積立金 2,350,000  

繰越利益剰余金 510,807  

純資産合計  3,062,807

負債・純資産合計  3,842,547
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（２）中間損益計算書

当中間会計期間
　自　平成28年4月 1日

　至　平成28年9月30日

科　　　　目 金　額

 千円 千円

営業収益   

委託者報酬  2,249,636

運用受託報酬  119,206

営業収益計  2,368,843

営業費用   

支払手数料  1,122,346

広告宣伝費  5,757

調査費  209,316

調査研究費 159,577  

委託調査費 49,738  

営業雑経費  28,522

印刷費 25,191  

郵便料 75  

電信電話料 1,133  

協会費 2,122  

営業費用計  1,365,942

一般管理費   

給料  238,753

役員報酬 20,999  

給料・手当 173,647  

賞与 -  

法定福利費 36,144  

福利厚生費 2,032  

その他給料 5,930  

賞与引当金繰入  62,324

退職給付費用  27,456

役員退職慰労引当金繰入  6,366

交際費  1,181

旅費交通費  3,751

租税公課  11,743

不動産賃借料  31,413

固定資産減価償却費 ＊１  24,521

諸経費  70,492

一般管理費計  478,005

営業利益  524,894

営業外収益   

受取利息  94

その他営業外収益  219

営業外収益計  313
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営業外費用   

雑損失  70

営業外費用計  70

経常利益  525,137

 

当中間会計期間
　自　平成28年4月 1日

　至　平成28年9月30日

科　　　　目 金　額

 千円 千円

税引前中間純利益  525,137

法人税、住民税および事業税  156,494

法人税等調整額  5,264

中間純利益  363,378
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（３）中間株主資本等変動計算書
当中間会計期間（自　平成28年4月1日　至　平成28年9月30日）

（単位：千円）

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本

合計利益

準備金

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 200,000 2,000 1,800,000 697,429 2,499,429 2,699,429 2,699,429

当中間期変動額        

新株の発行 ― ― ― ― ― ― ―

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ―

別途積立金の積立 ― ― 550,000 △550,000 ― ― ―

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ―

中間純利益 ― ― ― 363,378 363,378 363,378 363,378

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
― ― ― ― ― ― ―

当中間期変動額合計 ― ― 550,000 △186,621 363,378 363,378 363,378

当中間期末残高 200,000 2,000 2,350,000 510,807 2,862,807 3,062,807 3,062,807

 
重要な会計方針

項　　目
当中間会計期間

　自　平成28年4月 1日

　至　平成28年9月30日

1.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産
定額法を採用しております。主な耐用年数は以下のと

おりです。
建　　物　　3年～50年
器具備品　　3年～20年

 
(2)無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しておりま
す。

2.引当金の計上基準 (1)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。
 
(2)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末に

おける退職給付債務を計上しております。なお、退職給
付引当金の対象従業員が300名未満であるため、簡便法に
よっており、退職給付債務の金額は当中間会計期間末に
おける自己都合要支給額としております。

 
(3)役員退職慰労引当金
当社常勤役員の退職慰労金の支給に充てるため、「常

勤役員退職慰労金規程」に基づく当中間会計期間末要支
給額を計上しております。
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3.その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

 
追加情報

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28

日）を当中間会計期間から適用しております。
 
注記事項
（中間貸借対照表関係）

項　　目
当中間会計期間末
平成28年9月30日

＊１　有形固定資産の減価償却累計額 建物 54,771千円

器具備品 28,278千円

＊２　消費税等の取扱い
 

仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、
「未払消費税等」として表示しております。

 
（中間損益計算書関係）

項　　目
当中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

＊１　減価償却実施額 有形固定資産 6,063千円

無形固定資産 18,457千円

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成28年4月1日　至　平成28年9月30日）

発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 4 ― ― 4

計 4 ― ― 4
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（金融商品関係）

当中間会計期間末（平成28年9月30日）

金融商品の時価等に関する事項

平成28年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の通りで

あります。

（単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金・預金 3,179,050 3,179,050 ―

(2)未収委託者報酬 431,609 431,609 ―

(3)未収運用受託報酬 17,196 17,196 ―

資産計 3,627,857 3,627,857 ―

(4)未払手数料 253,916 253,916 ―

(5)その他未払金 45,852 45,852 ―

(6)未払法人税等 166,270 166,270 ―

(7)未払消費税等 32,188 32,188 ―

(8)未払事業所税 945 945 ―

負債計 499,173 499,173 ―

(注) 金融商品の時価の算定方法

(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(4)未払手数料、(5)その他未払金、

(6)未払法人税等、(7)未払消費税等、(8)未払事業所税

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

 

（セグメント情報等）

当中間会計期間（自　平成28年4月1日　至　平成28年9月30日）

１．セグメント情報

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

２．関連情報

（１）製品・サービスごとの情報

当社の製品・サービス区分の決定方法は、中間損益計算書の営業収益の区分と同一であるこ

とから、製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。

（２）地域ごとの情報

①売上高

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、地域ごとの営業収益の記載を省略しております。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超

えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。
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（３）主要な顧客ごとの情報 （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益

信金中央金庫 85,884

なお、営業収益の金額は、運用受託報酬について表示しております。

 
（１株当たり情報）

当中間会計期間
自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

 

１株当たり純資産額 765,701円99銭

１株当たり中間純利益 90,844円63銭

 
潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
 

(注)算定上の基礎

１株当たり中間純利益  

中間純利益 363,378千円

普通株主に帰属しない金額 ― 千円

普通株式に係る中間純利益 363,378千円

期中平均株式数 4,000株

 
（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成２８年６月６日

しんきんアセットマネジメント投信株式会社
　取　締　役　会　　御　中
 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 茂木　哲也　　印

   
指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 岩崎　裕男　　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「委託会社等の経理状況」に掲げられているしんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成
２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第２６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を
行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを
求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、しんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成２８年３月３１日現在の財政
状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成２８年１２月２１日
しんきんアセットマネジメント投信株式会社
　取　締　役　会　　御　中
 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 南波　秀哉　　印

   
指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 岩崎　裕男　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託
会社等の経理状況」に掲げられているしんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成２８年４月
１日から平成２９年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平成２８年４月１日から平
成２８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間
株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して
中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか
どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実
施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と
比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表
の作成基準に準拠して、しんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成２８年９月３０日現在の
財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日ま
で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。
 

以　上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

  

 平成29年２月23日

しんきんアセットマネジメント投信株式会社

　　取　締　役　会　御　中  

  

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 
 

指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 大畑　茂　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンド
の経理状況」に掲げられているしんきんトピックスオープンの平成28年７月20日から平成29年１月19
日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並び
に中間注記表について中間監査を行った。
 

中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか
どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実
施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と
比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、しんきんトピックスオープンの平成29年１月19日現在の信託財産の状態及び
同日をもって終了する中間計算期間（平成28年７月20日から平成29年１月19日まで）の損益の状況に
関する有用な情報を表示しているものと認める。
 

利害関係
しんきんアセットマネジメント投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間に

は、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当
社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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